
グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

経営比較分析表（令和2年度決算）
広島県　竹原市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

118.23 207.59 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D3 非設置 24,543

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 39.85 1.14 92.37 2,728 277 0.07 3,957.14

　法適用に伴い，令和２年度から資産の減価償却を
開始したため，経理上の減価償却累計額が少なく，
有形固定資産減価償却率は類似団体及び全国平均と
比較して低い値となっている。
　本市は平成25年度に事業着手し，平成26年度から
供用開始を行っている。そのため，管渠や施設・設
備などにおいて耐用年数を経過した資産が無い状況
であるものの，適切な修繕による施設・設備の長寿
命化に取り組むとともに，計画的かつ効率的な維持
修繕・改築更新に努める。

2. 老朽化の状況

全体総括

　平成26年度から供用開始し，下水道整備区域の拡
大を図っている。さらなる水洗化率向上による有収
水量の増加と，使用料収入の確保，維持管理費用の
縮減に取り組む必要がある。
　さらに，企業債残高対事業規模比率が類似団体平
均を上回っているが，供用開始から間もなく整備区
域拡大に取り組んでいることや地理的要因等により
建設費の増加により企業債残高の増となっているた
め，さらなる建設コストの縮減に取り組む必要があ
る。
　下水道事業の整備計画を見直したことから，事業
進捗の適正化を図るとともに，令和2年度からの法
適用開始により経営状況が今まで以上に明確になっ
たことも踏まえ，より一層の経費削減や使用料の適
正化など経営の健全化に努める。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　本市下水道事業は，令和2年度から公営企業会計に
移行したため，各項目の数値については令和2年度分
のみとなっている。
　経常収支比率は100％を上回っているが，使用料収
入以外の一般会計からの繰入金で賄っている状況があ
る。
　累積欠損金比率は類似団体平均を上回っており，使
用料収入の確保や維持管理費のコスト縮減などにより
改善を図っていく必要がある。
　流動比率は，事業開始から間がないため企業債の元
金償還が据え置かれており，今後償還額の増加により
比率の低下が見込まれる。
　企業債残高対事業規模比率は類似団体平均を上回っ
ている。これは本市が平成26年度に供用を開始，現在
は整備面積を拡大している状況にあり，使用料収入に
比べ企業債残高の規模が大きくなっている。
　汚水処理原価は類似団体平均を下回っているが，今
後の人口減少や管渠・施設等の老朽化による修繕や更
新に備え，接続率の向上による有収水量の増加，使用
料の適正化及び経費削減の取組を行う必要がある。
　汚水処理に係る経費回収率は，類似団体平均を上
回っているものの100％には達していない。汚水処理
に係る費用に対し，一部使用料以外の収入で賄われて
いることから，適正な使用料収入の確保と汚水処理費
の削減に取り組む必要がある。
　水洗化率は，類似団体平均を上回っているものの，
料金収入の確保を図るため，さらなる有収水量の向上
に努める必要がある。

2. 老朽化の状況について
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①経常収支比率(％)

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 1,407.33

平均値 - - - - 254.91

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 96.43

平均値 - - - - 64.17

0.00

1,000.00

2,000.00

3,000.00

4,000.00

5,000.00

6,000.00

7,000.00

8,000.00

9,000.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 8,071.30

平均値 - - - - 1,209.45

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 82.88

平均値 - - - - 55.93

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 165.04

平均値 - - - - 289.60

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - -

平均値 - - - - 36.71

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 - - - - 83.75

平均値 - - - - 70.05

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.83】 【61.55】 【45.34】 【1,260.21】

【84.75】【42.90】【215.41】【75.29】

【23.60】 【0.01】 【0.30】


